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第 2章　大阪府域における工業用水道のあゆみ

第 1節　工業用水道建設工事着工までの沿革

1　産業基盤整備事業

　明治初期の繊維工業の勃興に端を発した大阪の工業は、商都大阪の名をほしいままにした商業資
本の発展と手を携えて繁栄を続け、以来数十年にわたり、わが国経済の中心として、常にトップに
位置する工業生産を誇ってきた。（昭和 10 年における工業生産額の全国に占める比重は大阪 17.1％、
東京 14.1％）
　しかしながら、第二次世界大戦前後からの世界的な消費構造及び貿易構造の変化に対して、従来、
問屋制商業資本制の下に繊維、雑貨、医薬品等の軽工業を中心として発展してきた大阪経済の構造
は、これに十分即応しきれず、戦後急速に重化学工業化の進んだ京浜、中京などの工業地帯に比し、
その地位の相対的低下を招くに至った。
　このような、いわゆる「大阪経済の地盤沈下」を回復するため、大阪府は堺、泉北港に大規模な
工業用地の埋立造成事業を行い、重化学工業の進出を図るとともに、関連工業等内陸工業地帯の工
業育成に力を入れるなど、大阪経済の体質改善に乗り出した。このような工業構造の高度化、特に
重化学工業の導入においては鉄 1トンに水 1トンといわれるほど大量の水を必要とし、工業用水の
確保なくしては重化学工業への進出は困難であり、大規模な工業用水道の建設の必要が生じた。

臨海工業地帯　泉北 1区周辺の航空写真（平成 10 年頃）

第 1節　工業用水道建設工事着工までの沿革
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2　地盤沈下対策事業

　大阪の地盤沈下は、既に昭和初期において観測されていたが、昭和 9年の室戸台風が臨海部一帯
に大水害をもたらしたことによってクローズアップされ、以来長年にわたる調査研究の結果、工業
用等の地下水の過剰汲み上げによるものであることが判明した。
　戦後、地盤沈下は一時停滞をみせたものの、経済の復興とともに再び沈下が始まり、更に昭和 30
年代の経済の高度成長に伴って沈下が一段と激化し、台風による高潮の被害が甚大なものとなった。
　この対策として、防潮施設等の高潮対策事業のほか、ビル冷房用水については冷却塔への転換、
工業用地下水については工業用水道への転換を緊急に進めざるを得ないこととなり、大阪市におい
ては、昭和 25 年度から工業用水道の建設に着手し、施設の完成に従って順次転換を進めていった。
転換が進むにつれて、西大阪地区では沈下が収まってきたものの、既に沈下はその範囲を内陸部へ
広げ、北摂、東大阪地域にまで及ぶこととなり、排水不良、浸水被害等の障害が大きくなったため、
大阪府においては府内各地域の沈下量を正確に把握すべく、昭和 38 年に府内 25 市町 210 か所に一
等水準点を設け、同年初めて水準測量を行った。翌年に測定した結果、北摂地域では年間 2 ～
6cm、東大阪地域では東大阪市及び大東市（市町村名は現在名。以下同じ。）において最大年間
10cmの沈下現象が明らかになった。その後、昭和 43 年度以降には泉州地域の地盤沈下現象が顕
著となり毎年 5～ 8cmを記録するようになった。
　このような現実の沈下現象に加えて、これらの地域は、阪神工業地帯の近郊地区として更なる工
業発展が予想され、これに伴って地下水の汲み上げ、ひいては地盤沈下も激化するとの見地から、
早急な地下水の汲み上げ規制が必要と判断され、工業用地下水に替わる工業用水道の建設の必要が
生じた。

第 2節　建設事業

1　産業基盤整備事業の経緯

　大阪府は、昭和 33 年度から堺、泉北に大規模な臨海工業用地の埋立造成を開始した。同造成地
域には、鉄鋼、石油化学等の重化学工業が進出し、これらの進出企業が全面的に操業した場合、日
量 53 万 m3 の工業用水が必要になると推計された。この必要水量を確保するため、造成地の竣工
状況、工場の進出及び操業予定の状況に応じ、段階的な建設計画を進めることとし、一部早期に完
成する地区のほかに、守口、門真、東大阪、堺各市にも給水することを目的として第 1次工業用水
道事業を計画し、給水量を日量 5万 5 千m3 と定め、昭和 34 年度から 3か年計画で施工し、昭和
37 年 5 月から給水を開始した。
　第 1次工業用水道事業の建設と併行して、昭和 36 年度に第 2次工業用水道事業の調査を行い、
計画給水量を 40 万 m3 と定め、昭和 37 年度から 5か年計画で事業に着手したが、その後、状況の
変化により建設年次を 3か年延長し、昭和 44 年度に完成した。給水については、昭和 41 年 3 月に
一部給水、昭和 45 年 3 月に全部給水した。
　昭和 62 年から大阪府の南東部の泉州沖で関西国際空港の建設が始まり、その対岸部（泉佐野市、
泉南市、田尻町）に空港機能の支援・補完と地域の環境改善を図る目的で、南大阪湾岸整備事業（り
んくうタウン）の埋立造成が始まった。この造成地内で計画されている工場用地等で必要な工業用
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水を供給するため、1次事業、2次事業等を統合した既設の東南部工業用水道事業の継続事業として、
昭和 62 年度から 8か年計画で施工することとした。平成 4年 4 月に一部給水を開始し、平成 6年
度に完成した。

　（ 1）第 1次工業用水道事業の概要

　産業基盤整備として、昭和 34 年度から 3年継続工事として計画されたこの事業は、昭和 34 年 4
月 1 日通商産業大臣に事業届出を行って工事に着手し、昭和 37 年 5 月 1 日に完成した。

要　　　 項 内　　　　　　　　　容
水 源 淀川（取水地点　東大阪市下小阪地先　府営ポンプ場）表流水
給 水 区 域 堺臨海造成地、堺市、東大阪市、守口市、門真市の各一部
工 事 期 間 昭和 34 年度から昭和 37 年度まで
計 画 給 水 量 日量　55,000m3

給 水 開 始 日 昭和 37 年 5 月 28 日
取 水 施 設 既設庭窪浄水場の設備を併用した。
浄 水 施 設 同上
配 水 施 設 同上

配水管（沈澱水共同）　口径φ 900 ～φ 100　　
　　　　　　　　　　　布設延長　28,334m
ポンプ場　　1か所　

事 業 費 1,050,913,794 円
建 設 単 価 19,108 円 /m3

　この事業は国庫補助事業で、国庫補助建設事業費と関連事業費をもって計画されたもので、年度
別事業費及び財源は次のとおりである。
 （単位：円）

区分

年度

事　　業　　費 財　源　内　訳

国庫事業費 関連事業費 計 国庫補助 地方負担
企業債内訳

政府 縁故 公募
昭和 34 年度 100,000,000 5,808,358 105,808,358 25,000,000 30,808,358 0 50,000,000 0
昭和 35 年度 304,000,000 17,697,284 321,697,284 76,000,000 95,697,284 40,000,000 0 110,000,000
昭和 36 年度 576,559,186 26,164,533 602,723,719 149,000,000 203,723,719 170,000,000 80,000,000 0
（繰越）
昭和 37 年度 20,684,433 0 20,684,433 0 20,684,433 0 0 0

計 1,001,243,619 49,670,175 1,050,913,794 250,000,000 350,913,794 210,000,000 130,000,000 110,000,000 

　この事業により完成した主要施設は、次のとおりである。
施　設　名 名　称 構　造 形状・寸法 数　量 備　考

取水施設 取水設備 既設庭窪浄水場設備を併用 平成６年度廃止
浄水施設 浄水設備 既設庭窪浄水場設備を併用 同上
配水施設
（布施ポンプ場）

着水井 鉄筋コンクリート 35m× 10m× 3m
有効容量 1,050m3

1 池 同上

配水ポンプ 渦巻型 φ 300　200kw
揚程 60m

4 台 同上

（配水管） 配水管 鋳鉄管・鋼管 φ 900 ～φ 75　 28,334m

第 2節　建設事業
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　（ 2）第 2次工業用水道事業の概要

   産業基盤整備として、昭和 36 年度から調査を始め、昭和 37 年度から 5か年継続事業として、昭
和 37 年 4 月 1 日通商産業大臣に事業届出を行い工事に着手した。その後変更を行い、昭和 44 年度
完成の 8か年継続事業とし、次の事業を完成した。

要　　　 項 内　　　　　　　　　容

水 源 淀川左岸（取水地点　大阪府守口市佐太中町地先）表流水

給 水 区 域 堺泉北臨海造成地

工 事 期 間 昭和 37年度から昭和 44年度まで（関連事業は昭和 36年度から昭和 45年度）

計 画 給 水 量 日量　400,000 ㎥

給 水 開 始 日
昭和 41 年 3 月 1 日　　一部給水
昭和 45 年 3 月 31 日　　全部給水

取 水 施 設
取水口、取水暗渠、制水塔、接合井、沈砂池、導水暗渠、吸水井、
取水ポンプ５台

浄 水 施 設 急速攪拌池、フロック形成池 16 池、沈澱池 16 池、薬品注入設備、受電設備

配 水 施 設
調整池 3池、配水ポンプ 8台、ポンプ場、
配水管口径φ 1350 ～φ 75　　　布設延長　82,465 ｍ　
　　〃　　φ 1800 ～φ 1650　 　　 〃 　　19,962 ｍ（第 4次工水との共同）

事 業 費 12,727,390,178 円

建 設 単 価 31,818 円／m3

   この事業は国庫補助事業で、国庫補助建設事業費と関連事業費をもって計画されたもので、年度
別事業費及び財源は次のとおりである。
 （単位：円）

区分

年度

事　　業　　費 財　源　内　訳

国庫事業費 関連事業費 計 国庫補助 地方負担
企業債内訳

ドイツ・マルク 政府 縁故 公募

昭和36年度 0 11,123,510 11,123,510 0 11,123,510 0 0 0 0 

　　37年度 500,000,000 38,980,522 538,980,522 100,000,000 188,980,522 250,000,000 0 0 0 

　　38年度 2,700,000,000 31,729,709 2,731,729,709 540,000,000 841,729,709 1,350,000,000 0 0 0 

　　39年度 3,000,000,000 90,793,374 3,090,793,374 600,000,000 590,793,374 1,900,000,000 0 0 0 

　　40年度 3,080,000,000 57,226,644 3,137,226,644 616,000,000 981,226,644 0 470,000,000 540,000,000 530,000,000 

　　41年度 1,500,000,000 63,621,773 1,563,621,773 300,000,000 513,621,773 0 260,000,000 250,000,000 240,000,000 

　　42年度 700,000,000 22,992,742 722,992,742 140,000,000 372,992,742 0 70,000,000 140,000,000 0 

　　43年度 710,000,000 55,168,347 765,168,347 142,000,000 623,168,347 0 0 0 0 

　　44年度 110,000,000 42,358,222 152,358,222 15,300,000 137,058,222 0 0 0 0 

（繰越）
　　45年度 0 13,395,335 13,395,335 0 13,395,335 0 0 0 0 

計 12,300,000,000 427,390,178 12,727,390,178 2,453,300,000 4,274,090,178 3,500,000,000 800,000,000 930,000,000 770,000,000 
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　この事業により完成した主要施設は、次のとおりである。

施　設　名 名　　称 構　　　造 形　状・寸　法 数　量 備　　　　　考

取水施設

取水口
鉄筋コンクリート 1.4m× 25.0m １か所 第 4 次事業との

共同施設

取水暗渠 鉄筋コンクリート 2.0m× 3.0m（2連） 115.0 ｍ 同上

制水塔 鉄筋コンクリート 4.6m× 10.5m × 14.5m １基 同上

導水暗渠 鉄筋コンクリート 2.0m× 2.0m（2連） 137.0 ｍ 同上

沈砂池 鉄筋コンクリート 13.0m × 46.0m × 3.0m 2 池 同上

取水ポンプ 立軸斜流型 φ 800　180kW　揚程 9m 5 台

浄水施設

急速攪拌池
鉄筋コンクリート 3.0m× 6.2m× 4.3m 2 池 第 4 次事業との

共同施設

フロック形成池 鉄筋コンクリート 13.7m × 17.0m × 3.5m 16 池

沈でん池 鉄筋コンクリート 17.0m × 40.85m× 4.0m 16 池

薬品注入設備

硫酸バンド注入設備

塩素注入設備
ソーダ灰注入設備

1式

1式
1式

第 4 次事業との
共同施設
同上
同上

配水施設
（大庭浄水場）

受変電設備
変圧器　7,000kVA

5,000kVA

1 台

1 台

第 4 次事業との
共同施設
同上

調整池 鉄筋コンクリート
30.0m × 50.0m × 4.0m
有効容量　6,000m3

３池 同上

配水施設
（八尾ポンプ場）

配水ポンプ 立軸渦巻型

φ400　270kW　揚程　62m
φ600　570kW　揚程　62m
φ600　700kW　揚程　62m
φ700　950kW　揚程　62m

1 台
2 台
2 台
3 台

調整池 鉄筋コンクリート
25.0m × 85.0m × 4.0m ３池 第 4 次事業との

共同施設

配水ポンプ 両吸込渦巻型
φ600 　 750kW 揚程 71m
φ700　1,100kW 揚程 71m

2 台
5 台

受変電設備
変圧器　8,000kVA 2 台 第 4 次事業との

共同施設

（配水管） 配水管 鋳鉄管・鋼管 φ 1800 ～φ 75　 102,427 ｍ

第 2節　建設事業
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　（ 3）東・南部工業用水道継続事業

　産業基盤整備として、昭和 62 年度から 6か年継続事業として、昭和 62 年 9 月 1 日通商産業大臣
に事業届出を行い工事に着手した。その後変更を行い、平成 6年度完成の 8か年継続事業とし、次
の事業を完成した。   

要　　　 項 内　　　　　　　　　容

水 源 淀川左岸（取水地点　大阪府守口市佐太中町地先）表流水

給 水 区 域 泉佐野市、田尻町、泉南市の各一部

工 事 期 間 昭和 62 年度から平成 6年度まで

計 画 給 水 量 日量　20,000m3

給 水 開 始 日 平成 4年 4月 21 日

取 水 施 設 既設大庭浄水場の設備を併用した。

浄 水 施 設 同上

配 水 施 設
同上
配水管　口径φ 700 ～φ 200　　布設延長　20,900m　　　　　

事 業 費 7,635,031,000 円

建 設 単 価 381,752 円 /m3

 

大庭浄水場取水施設（昭和38年　施工中） 大庭浄水場取水施設（昭和38年　完成）

　大庭浄水場横流式沈澱池築造工事（昭和41年　施工中）
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　この事業は国庫補助事業で、国庫補助建設事業費と関連事業費をもって計画されたもので、年度
別事業費及び財源は次のとおりである。
 （単位：円）

区分

年度

事　　業　　費 財　源　内　訳

国庫事業費 関連事業費 計 国庫補助 地方負担
企業債内訳

政府 公募

昭和 62 年度 100,000,000 0 100,000,000 20,000,000 0 28,000,000 52,000,000 

昭和 63 年度 400,000,000 25,753,000 425,753,000 80,000,000 25,753,000 125,000,000 195,000,000 

平成元年度 462,000,000 46,248,000 508,248,000 92,400,000 57,848,000 141,000,000 217,000,000 

平成 2 年度 700,000,000 77,559,000 777,559,000 140,000,000 94,559,000 217,000,000 326,000,000 

平成 3 年度 1,006,000,000 214,969,000 1,220,969,000 201,200,000 238,769,000 312,000,000 469,000,000 

平成 4 年度 1,764,500,000 427,206,000 2,191,706,000 352,900,000 468,806,000 585,000,000 785,000,000 

平成 5 年度 1,525,000,000 573,943,000 2,098,943,000 305,000,000 609,943,000 512,000,000 672,000,000 

平成 6 年度 0 311,853,000 311,853,000 0 311,853,000 0 0 

計 5,957,500,000 1,677,531,000 7,635,031,000 1,191,500,000 1,807,531,000 1,920,000,000 2,716,000,000 

　この事業により完成した施設は、配水管口径 700mm～ 200mm、延長 20.9kmと泉大津ポンプ場
の配水池（容量 5,180m3）の増設である。
　

2　地盤沈下対策事業の経緯

　北摂地域、東大阪地域及び泉州地域における地盤沈下を防止するため、北摂地域（豊中市、吹田
市、摂津市、茨木市及び高槻市の主として名神高速道路以南の地域）に対しては、昭和 40 年 10 月
に、東大阪地域（寝屋川市、守口市、門真市、大東市、東大阪市、八尾市及び四條畷市の主として
外環状線以西の地域）に対しては、昭和 41 年 6 月に、泉州地域（泉大津市、忠岡町、和泉市、岸
和田市及び貝塚市の主として JR 阪和線以西の地域）に対しては、昭和 53 年 1 月に工業用水法に
基づく地下水の汲み上げ規制が行われた。
　このため、大阪府は、工業用地下水の代替水を供給し地盤沈下を防止する目的で、昭和 39 年度
から 6か年計画で第 3次工業用水道事業に着手した。これは、三島浄水場を新たに設置し、北摂地
域の工場に計画給水量、日量 40 万 m3 を給水するもので、昭和 42 年 12 月から豊中市、吹田市及
び摂津市に一部給水を開始し、昭和 45 年 3 月に完成した。
　東大阪地域及び堺地域を対象とする第 4次工業用水道事業は、昭和 40 年度から 5か年計画で建
設に着手し、計画給水量、日量 20 万 m3 を大庭浄水場から給水するもので、昭和 42 年 12 月には
大東市、門真市及び堺市に一部給水を開始し、昭和 45 年 3 月に完成した。
　泉州地域を対象とする第 5次工業用水道事業は、昭和 51 年度から 4か年計画で建設に着手し、
計画給水量、日量 4万m3 を大庭浄水場から給水するもので、昭和 54 年 1 月には泉大津市及び忠
岡町に一部給水を開始し、昭和 55 年 3 月に完成した。

第 2節　建設事業
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地盤沈下により海中に放棄された工場

　（ 1）第 3次工業用水道事業の概要

　北摂において工業用地下水等の汲み上げが原因の地盤沈下をきたしたため、地下水に替わる工業
用水道日量 40 万 m3 を確保するため計画された当事業は、昭和 38 年度から調査を始め、昭和 39
年度から 4か年継続事業として、昭和 39 年 4 月 1 日通商産業大臣に事業届出を行い工事に着手した。
その後変更を行い、昭和 44 年度完成の 6か年継続事業とし、次の事業を完成した。
 
要　　　 項 内　　　　　　　　　容

水 源 淀川右岸（取水地点　大阪府摂津市一津屋地先）表流水

給 水 区 域 豊中市、吹田市、茨木市、高槻市及び摂津市

工 事 期 間 昭和 39 年度から昭和 44 年度まで（関連事業は昭和 38 年度から昭和 45 年度）

計 画 給 水 量 日量　400,000m3

給 水 開 始 日
昭和 42 年 12 月 11 日　　一部給水
昭和 45 年 3 月 31 日　　全部給水

取 水 施 設
取水口、取水塔、取水暗渠、沈砂池、取水ポンプ
（大阪市、尼崎市、西宮市との共同施設）

導 水 施 設 導水管

浄 水 施 設
着水井、急速攪拌池、フロック形成池 16 池、沈澱池 16 池、薬品注入設備、
受電設備

配 水 施 設
調整池 3池、配水ポンプ 10 台、
配水管口径φ 1350 ～φ 75　　　　布設延長　90,726m　　

事 業 費 8,449,433,017 円

建 設 単 価 21,127 円 /m3

　この事業は国庫補助事業で、国庫補助建設事業費と関連事業費をもって計画されたもので、年度
別事業費及び財源は次のとおりである。
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 （単位：円）

区分

年度

事　　業　　費 財　源　内　訳

国庫事業費 関連事業費 計 国庫補助 地方負担
企業債内訳

政府 縁故 公募

昭和 38 年度 0 2,601,000 2,601,000 0 2,601,000 0 0 0 

昭和 39 年度 200,000,000 510,904 200,510,904 50,000,000 510,904 70,000,000 50,000,000 30,000,000 

昭和 40 年度 2,300,000,000 9,774,175 2,309,774,175 575,000,000 9,774,175 570,000,000 395,000,000 760,000,000 

昭和 41 年度 2,500,000,000 10,680,391 2,510,680,391 625,000,000 10,680,391 735,000,000 470,000,000 670,000,000 

昭和 42 年度 2,200,000,000 39,459,534 2,239,459,534 550,000,000 39,459,534 565,000,000 685,000,000 400,000,000 

昭和 43 年度 888,000,000 31,139,839 919,139,839 222,000,000 31,139,839 287,000,000 279,000,000 100,000,000 

昭和 44 年度 222,000,000 33,821,829 255,821,829 54,954,973 34,866,856 50,000,000 76,000,000 40,000,000 

昭和 45 年度 0 11,445,345 11,445,345 0 11,445,345 0 0 0 

計 8,310,000,000 139,433,017 8,449,433,017 2,076,954,973 140,478,044 2,277,000,000 1,955,000,000 2,000,000,000 

　この事業により完成した主要施設は、次のとおりである。

施　設　名 名　　称 構　　　造 形　状・寸　法 数　量 備　　　　　考

取水施設
（一津屋取水場）

取水口 鋳鉄管 φ 2000　鋼製スクリーン付 4個 大阪市、尼崎市、
西宮市との共同
施設

取水塔 鉄筋コンクリート 4.5m× 16.5m × 28.829m 1 基

取水暗渠 鉄筋コンクリート 2.3m× 2.3m（２連） 102.65m

沈砂池 鉄筋コンクリート 8.0m× 37.0m × 3.0m 8 池

取水ポンプ 両吸込渦巻型 φ 900　360kW　揚程 15m 4 台 同上

導水施設 導水管 鋳鉄管、鋼管 口径φ 1800 1,488.0m

浄水施設
（三島浄水場）

着水井 鉄筋コンクリート 7.5m× 20.0m × 5.5m 1 池

急速混和池 鉄筋コンクリート 4.3m× 16.3m × 4.0m 2 池

フロック形成池 鉄筋コンクリート 14.5m × 14.8m × 3.5m 16 池

沈澱池 鉄筋コンクリート 14.5m × 46.0m × 4.0m 16 池

薬品注入設備
硫酸バンド注入設備
塩素注入設備
ソーダ灰注入設備

1式
1式
1式

受変電設備 変圧器　4500kVA 1 台

配水施設
（三島浄水場）

調整池 鉄筋コンクリート
25.0m × 85.5m × 4.2m
有効容量　8978m3

3 池

配水ポンプ 両吸込渦巻型
φ600　300kW　揚程　35m
φ600　500kW　揚程　50m
φ700　800kW　揚程　68m

2 台
5 台
3 台

配水管 鋳鉄管・鋼管 φ 1350 ～φ 75　 90,726m

第 2節　建設事業
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　（ 2）第 4次工業用水道事業の概要

　東大阪地域、堺市（一部）、高石市において工業用地下水等の汲み上げが原因の地盤沈下をきた
したため、地下水に替わる工業用水道日量 20 万 m3 を確保するため計画された当事業は、昭和 39
年度から調査を始め、昭和 40 年度から 4か年継続事業として、昭和 40 年 4 月 1 日通商産業大臣に
事業届出を行い工事に着手した。その後変更を行い、昭和 44 年度完成の 5か年継続事業とし、次
の事業を完成した。　

要　　　項 内　　　　　　　　　容

水 源 淀川左岸 ( 取水地点　大阪府守口市佐太中町地先 ) 表流水

給 水 区 域 守口市、門真市、寝屋川市、大東市、東大阪市、四條畷市、堺市及び高石市

工 事 期 間 昭和 40 年度から昭和 44 年度まで（関連事業は昭和 39 年度から昭和 45 年度）

計 画 給 水 量 日量　200,000 ㎥

給 水 開 始 日
昭和 42 年 12 月 11 日　　一部給水
昭和 45 年 3 月 31 日　　全部給水

取 水 施 設 取水ポンプ　 2台（他は第 2次工業用水道事業の施設を併用）

浄 水 施 設 高速沈澱池　 4池（他は第 2次工業用水道事業の施設を併用）

配 水 施 設
配水ポンプ　 2台（他は第 2次工業用水道事業の施設を併用） 
配水管口径　φ 800 ～φ 75　　 布設延長 129,027 ｍ
　　　　   　φ 1800 ～φ 1650　布設延長　19,962 ｍ（第 2次工水との共同）

事 業 費 5,027,437,312 円

建 設 単 価 25,137 円／㎥

一津屋取水場　接合井制水扉取付施工中
（昭和40年）

三島浄水場全景（昭和44年）
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　この事業は国庫補助事業で、国庫補助建設事業費と関連事業費をもって計画されたもので、年度
別事業費及び財源は次のとおりである。
 （単位：円）

区分

年度

事　　業　　費 財　源　内　訳

国庫事業費 関連事業費 計 国庫補助 地方負担
企業債内訳

政府 縁故 公募

昭和 39 年度 0 1,299,712 1,299,712 0 1,299,712 0 0 0 

昭和 40 年度 300,000,000 1,049,920 301,049,920 75,000,000 1,049,920 85,000,000 60,000,000 80,000,000 

昭和 41 年度 2,000,000,000 16,133,529 2,016,133,529 500,000,000 16,133,529 590,000,000 380,000,000 530,000,000 

昭和 42 年度 1,500,000,000 24,222,990 1,524,222,990 375,000,000 24,222,990 385,000,000 390,000,000 350,000,000 

昭和 43 年度 744,000,000 34,915,265 778,915,265 186,000,000 34,915,265 180,000,000 178,000,000 200,000,000 

昭和 44 年度 296,000,000 107,405,896 403,405,896 74,000,000 107,405,896 75,000,000 87,000,000 60,000,000 

昭和 45 年度 0 2,410,000 2,410,000 0 2,410,000 0 0 0 

計 4,840,000,000 187,437,312 5,027,437,312 1,210,000,000 187,437,312 1,315,000,000 1,095,000,000 1,220,000,000 

　この事業により完成した主要施設は、次のとおりである。

施　設　名 名　　称 構　　　造 形　状・寸　法 数　量 備　　　　　考
取水施設 取水ポンプ 立軸斜流型 φ 800　170kW　揚程 9m 2 台

浄水設備 高速沈澱池 鉄筋コンクリート 26.2m × 31.6m × 5.1m 4 池
脈動式スラッジ
ブランケット強
制沈澱装置

配水施設
（大庭浄水場） 配水ポンプ 立軸渦巻型 φ 800　1100kW 揚程  62m 2 台

（八尾ポンプ場） 配水ポンプ 両吸込渦巻型 φ 400　 170kW 揚程  35m 2 台 八尾市高地区用

（枚岡加圧
 ポンプ場） 配水ポンプ 両吸込渦巻型

渦巻型

φ 200　　45kW 揚程  25m
φ 100　　15kW 揚程  25m
φ  65　　5.5kW 揚程  35m

2 台
2 台
2 台

（堺加圧
 ポンプ場） 配水ポンプ 両吸込渦巻型

φ 200　　30kW 揚程  25m
φ 150     18.5kW 揚程  25m
φ  80　　5.5kW 揚程  25m

2 台
2 台
2 台

（配水管） 配水管 鋳鉄管・鋼管 φ 1800 ～φ 75　 148,989m

大庭浄水場高速沈澱池（昭和43年　施工中）

第 2節　建設事業
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　（ 3）第 5次工業用水道事業の概要

　泉州地区において工業用地下水等の汲み上げが原因の地盤沈下をきたしたため、地下水に替わる
工業用水道日量 4万m3 を確保するため計画された当事業は、昭和 50 年度から調査を始め、昭和
51 年度から 4か年継続事業として、昭和 51 年 1 月 30 日通商産業大臣に事業届出を行い工事に着
手し、次の事業を完成した。

要　　　 項 内　　　　　　　　　容
水 源 淀川左岸（取水地点　大阪府守口市佐太中町地先）表流水川
給 水 区 域 泉大津市、忠岡町、和泉市、岸和田市及び貝塚市
工 事 期 間 昭和 51 年度から昭和 54 年度まで
計 画 給 水 量 日量　40,000m3

給 水 開 始 日
昭和 54 年 1 月 26 日　　一部給水
昭和 55 年 3 月 31 日　　全部給水

取 水 施 設 既設大庭浄水場の設備を併用した。
浄 水 施 設 同上

配 水 施 設
同上
配水管　口径φ 1000 ～φ 100　　布設延長　59,781m
ポンプ場　　1か所

事 業 費 7,558,007,548 円
建 設 単 価 188,950 円 /m3

　この事業は国庫補助事業で、国庫補助建設事業費と関連事業費をもって計画されたもので、年度
別事業費及び財源は次のとおりである。
 （単位：円）

区分

年度

事　　業　　費 財　源　内　訳

国庫事業費 関連事業費 計 国庫補助 地方負担
企業債内訳

政府 縁故 公募

昭和 51 年度 900,000,000 0 900,000,000 315,000,000 0 146,000,000 439,000,000 0 

昭和 52 年度 3,088,924,000 24,576,000 3,113,500,000 1,081,123,400 17,376,600 252,000,000 809,000,000 954,000,000 

昭和 53 年度 2,498,206,000 216,794,000 2,715,000,000 874,372,100 77,627,900 176,000,000 529,000,000 1,058,000,000 

昭和 54 年度 680,049,425 149,458,123 829,507,548 238,017,298 111,490,250 46,000,000 97,000,000 337,000,000 

計 7,167,179,425 390,828,123 7,558,007,548 2,508,512,798 206,494,750 620,000,000 1,874,000,000 2,349,000,000 

　この事業により完成した主要施設は、次のとおりである。

施　設　名 名　　称 構　　造 形　状・寸　法 数　　量 備　　　　　考
取水施設 取水設備 既設大庭浄水場設備を併用
浄水施設 浄水設備 既設大庭浄水場設備を併用
配水施設
（八尾ポンプ場）

配水ポンプ 既設八尾ポンプ場設備を併用

配水施設
（泉大津ポンプ場）

配水池 鉄筋コンクリート
15.45m× 41.32m× 4m
有効容量 2,554m3

2 池

配水ポンプ 渦巻型
φ 300　132kW　揚程 55m
φ 400　250kW　揚程 55m

2 台
2 台

（配水管） 配水管 鋳鉄管・鋼管 φ 1000 ～φ 600　 59,781m
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3　排水処理施設建設事業の概要

　各浄水場において発生する汚泥の処理については、従来、付近河川への希釈放流に依存してきた
が、昭和 46 年 6 月 24 日に施行された水質汚濁防止法により、浄水場も河川への汚泥放流を禁止さ
れることとなった。
　これに対応するために、排水処理施設の建設が必要となり、昭和 48 年度から 3か年計画で建設
に着手し、昭和 50 年度に次の事業を完成した。

要　　　項
内　　　　　　　　　容

庭　窪　浄　水　場 大　庭　浄　水　場 三　島　浄　水　場

工 事 期 間 昭和 48 年度～昭和 50 年度 昭和 48 年度～昭和 50 年度 昭和 49 年度～昭和 50 年度

排 水 処 理 施 設 円形濃縮槽､脱水機室、脱水
ケーキ室、加圧脱水機 8台

円形濃縮槽､脱水機室､脱水
ケーキ室、加圧脱水機 14 台

円形濃縮槽､脱水機室､脱水
ケーキ室、加圧脱水機 3台

事 業 費 294,598,000 円 1,985,143,976 円 1,157,386,998 円

建 設 単 価 5,356 円 3,309 円 2,893 円

　この事業は国庫補助事業で、国庫補助建設事業費と関連事業費をもって計画されたもので、年度
別事業費及び財源は次のとおりである。
 （単位：円）

区分

年度

事　業　費 財　源　内　訳

国庫事業費 国庫補助 地方負担
企業債内訳

政府 縁故 公募

昭和 48 年度 1,346,000,000 288,900,000 1,100,000 350,000,000 706,000,000 0 

昭和 49 年度 1,528,000,000 352,900,000 1,100,000 368,000,000 806,000,000 0 

昭和 50 年度 563,128,974 136,485,843 1,643,131 147,000,000 278,000,000 0 

計 3,437,128,974 778,285,843 3,843,131 865,000,000 1,790,000,000 0 

　この事業により完成した主要施設は、次のとおりである。

施　設　名 名　　称 構　　造 形　状・寸　法 数　　量 備　　　考

排水処理施設
（庭窪浄水場）

濃縮槽 鉄筋コンクリート φ 24.0m ×有効水深 5.5m 2 基

脱水機室 鉄筋鉄骨造り 延面積　785.99m2 1 棟

脱水機 加圧脱水機 25m2 ／台 8 台

脱水ケーキ室 鉄骨造り 延面積　565.95m2 1 棟

（大庭浄水場）

濃縮槽 鉄筋コンクリート φ 22.0m ×有効水深 4.0m 4 基

脱水機室 鉄筋コンクリート 延面積　2,086.35m2 1 棟

脱水機 加圧脱水機 25m2 ／台 14 台

脱水ケーキ室 鉄骨造り 延面積　561.88m2 1 棟

（三島浄水場）

濃縮槽 鉄筋コンクリート 12.0m × 12.0m × 4.0m 2 基

脱水機室 鉄筋鉄骨コンクリート 延面積　1,238.48m2 1 棟

脱水機 加圧脱水機 25m2 ／台 3 台

脱水ケーキ室 鉄骨造り 延面積　329.91m2 1 棟

第 2節　建設事業
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大庭浄水場　排水処理施設（昭和 49 年）

４　工業用水道施設災害復旧事業の概要

　阪神・淡路大震災により被害を受けた工業用水道施設を復旧するため計画された当事業は、平成
6年度の事業として、平成 7年 3 月 13 日通商産業大臣に事業届出を行い工事に着手し、次の事業
を完成した。

要　　　項 内　　　　　　　　　容

水 源
淀川左岸（取水地点　大阪府守口市佐太中町地先）表流水川
淀川右岸（取水地点　大阪府摂津市一津屋地先）表流水

給 水 区 域

豊中市の一部 ､吹田市の一部、高槻市の一部、茨木市の一部 ､摂津市、寝屋
川市の一部、門真市、守口市、四條畷市の一部、大東市の一部、東大阪市の
一部、八尾市の一部、堺市の一部、高石市の一部 ､泉大津市、忠岡町、和泉
市の一部、岸和田市の一部、貝塚市の一部、柏原市の一部、松原市の一部、
藤井寺市の一部、羽曳野市の一部、泉佐野市の一部、田尻町の一部、泉南市
の一部

工 事 期 間 平成 6年度

計 画 給 水 量 日量　855,000m3

浄 水 施 設 大庭浄水場沈澱池伸縮目地漏水修理

配 水 施 設 配水管漏水修理　口径φ 500 ～φ 75　7 か所

　この事業は 3,889 万円全額が国庫補助事業で、うち、1,750 万円の国庫補助金以外は地方負担と
なっている。
　この事業において実施した工事は、大庭浄水場における沈澱池目地補修工事並びに 7か所にわた
る配水管漏水修理工事である。
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5　工業用水道事業の統合と給水能力変更の概要

　工業用水道事業は、昭和 34 年に事業に着手してから昭和 54 年度までに 5次にわたる事業を実施
し、昭和 45 年度には給水能力日量 105 万 5 千m3 を有したが、昭和 57 年に将来の水需要計画及び
事業の適正かつ合理的な運営を図る観点から事業の見直しを行い、同年 7月に淀川以南の第 1次、
第 2次、第 4次、第 5次事業を統合し、名称を「大阪府東南部工業用水道事業」に改めた。
　また、同年 10 月に淀川以北の第 3次事業は名称を「大阪府北部工業用水道事業」と改め、給水
能力 40 万 m3 のうち 20 万 m3 に相当する施設を大阪府用水供給事業に転用し、大阪府全体の給水
能力を 85 万 5 千m3 に縮小した。
　さらに、より一層の事業の運営を適正かつ合理的なものとするため、平成 7年 3月に北部工業用
水道事業及び東南部工業用水道事業を 1つの事業に統合するのと併せて、給水開始後 30 年を経過し、
施設の老朽化により再整備が必要となっている給水能力 5万 5千m3 の庭窪浄水場系工業用水道施
設を廃止することにより、府全体の給水能力を 80 万m3 に縮小した。

　6　工業用水道改築事業の概要

　大阪府水道部工業用水道事業は、昭和 37 年から配水を開始したが、これらの工業用水道施設は、
大庭浄水場や多くの管路が耐用年数を経過し、本格的な施設更新の時代を迎えることとなった。
　大阪の産業を支える基盤施設である工業用水道が、将来にわたる工業用水の安定的な供給という
使命を果たしていくためには、健全経営の維持を前提に、経済性に十分配慮した上で、計画的な施
設の改良更新事業を進めていく必要がある。
　また、施設更新に当たっては、事故や地震に対する安定配水機能の向上や施設更新時の配水能力
の確保を図るとともに、費用対効果等を十分考慮して、整備方法や整備順位を設定して効率的に進
める必要がある。
　大阪府水道部では、工業用水道事業を取り巻くこれらの状況に対応するため、平成 7年度から
16 年度の期間、施設全般の老朽化・劣化対策と安全化対策として改築事業に取り組み、更に平成
17年 3月には長期施設整備基本計画及び第1期中期整備事業（計画期間：平成17年度から 21年度）
を策定し、整備を行ってきた。

第 2節　建設事業
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　平成 7年度から 22 年度までの年度別事業費及び財源は次のとおりである。
区分

年度
事業費

財源内訳

国庫補助 地方負担
企業債内訳

政府債 公庫債
平成 7年度 580,831,000 122,600,000 48,231,000 146,000,000 264,000,000
　　 8年度 905,425,000 188,800,000 66,625,000 264,000,000 386,000,000
　　 9年度 748,543,000 154,700,000 60,843,000 216,000,000 317,000,000
　　10年度 1,196,835,000 253,100,000 73,735,000 358,000,000 512,000,000
　　11年度 1,184,123,000 237,600,000 128,523,000 358,000,000 460,000,000
　　12年度 1,504,962,000 309,600,000 129,362,000 413,000,000 653,000,000
　　13年度 2,106,731,000 366,500,000 478,231,000 519,000,000 743,000,000
　　14年度 1,972,364,000 353,619,000 400,745,000 470,000,000 748,000,000
　　15年度 3,501,218,000 652,800,000 600,418,000 836,000,000 1,412,000,000
　　16年度 2,057,212,000 357,400,000 468,812,000 459,000,000 772,000,000
　　17年度 2,279,119,000 0 1,715,119,000 211,000,000 353,000,000
　　18年度 2,529,114,000 37,800,000 1,156,314,000 505,000,000 830,000,000
　　19年度 3,208,449,000 146,400,000 1,266,049,000 677,000,000 1,119,000,000
　　20年度 3,436,169,000 105,000,000 1,830,169,000 566,000,000 935,000,000
　　21年度 5,432,545,000 394,300,000 3,238,245,000 553,000,000 1,247,000,000
　　22年度 4,373,588,000 424,500,000 2,077,088,000 0 1,872,000,000
計 37,017,228,000 4,104,719,000 13,738,509,000 6,551,000,000 12,623,000,000

　　　
　この改築事業により実施した主要工事は、次のとおりである。

施　設　名 工　事　名　称 数量 備　　考

取水・浄水施設
（大庭浄水場）

（三島浄水場）

沈澱池傾斜沈降装置設置工事
排水処理施設更新工事
除マンガン施設築造工事
設備機器更新工事　など

１式
１式
１式
１式

配水施設
（八尾ポンプ場）
（配水管）

その他施設

設備機器改良工事　など
バイパス配水管布設工事
ループ管、バイパス管、上工連絡管整備工事
既設管更新工事
制水弁設置工事
管内面洗浄工事
水管橋耐震補強工事
設備機器更新工事　など

防災拠点施設（東部水道事業所庁舎）
東除ポンプ場築造工事

１式
１式
１式
１式
１式
１式
１式
１式

１式
１式
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7　施設整備マスタープラン

　大阪府水道部では、将来においても安定に供給し続けるため、平成 17 年 3 月に策定した長期施
設整備基本計画を見直し、事故や地震に対する安定配水機能の向上や施設更新時の配水能力の確保
を図るとともに、費用対効果を十分考慮した整備方法や整備順位を設定し、効率的に整備を進める
ための長期プランの「大阪府営工業用水道　施設整備マスタープラン」と、それに基づき事業期間
を 5年間とする「大阪府営工業用水道　第 2期中期整備事業計画」を平成 22 年 5 月に策定した。
　大阪広域水道企業団はこれらの計画を引き継いでおり、今後、順次施設整備を行っていく。
　
　（ 1）将来の水需要に合わせた段階的な施設更新

　工業用水の需要量は、経済成長の鈍化や水利
用の合理化などの影響により、近年は減少傾向
が続いている。その一方で、臨海部においては
埋立地などへの企業立地に伴い新たな需要も
発生している。工業用水を取り巻くこれらの状
況を総合的に勘案し、将来の工業用水の需要量
は、平成 41 年度で約 58 万 m3/ 日になると予

大庭浄水場排水処理施設更新工事 東部水道事業所庁舎

バイパス配水管布設工事　堺1工区その2（平成19年) バイパス配水管布設工事　堺2工区（平成18年)

第 2節　建設事業
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測した。
　この工業用水の需要予測結果に基づき、現在の施設能力（80 万 m3/ 日）に対し、整備すべき施
設能力を 58 万m3/ 日に縮小する。また、将来の工業用水の需要量動向に対応した適正な施設規模
とするため、段階的な施設整備を実施する。

　（ 2）災害に対する安全性の強化

　大阪広域水道企業団の工業用水道事業
は、　400 社を超える多種多様な業種の
事業所に工業用水を配水しており、府内
における様々な産業を支える重要なイン
フラとして欠かせないものとなっている。
震災時や事故時に「産業の大動脈」の役
割を果たす工業用水道が減・断水した場
合、受水事業所が操業停止に陥るなど、
産業・経済活動に大きな影響を及ぼす可
能性がある。
　災害時の影響を最小限に抑え、工業用
水の配水安定性を向上させるため、老朽
管や耐震性を有しない管路などを優先的
に更新し、管路の耐震化を推進する。特に主要幹線については、管路を更新する際の配水能力を確
保するため、バイパス配水管を新設する。浄水場においては、段階的な施設更新により、平成 41
年度までに将来水需要に対応する 1日平均配水量 40 万m3/ 日規模の施設の耐震化を完了する計画
である。

　（ 3）既存施設の有効活用

　産業の発展に伴う急激な工業用水の需
要増加に対応するため、昭和 30 年代後
半～昭和 40 年代前半までの短期間に多
くの施設を建設した。そのため、今後こ
れらの施設が耐用年数に達し、多くの施
設について更新が必要となる。
　本格的な施設更新を迎え、更新費用の
削減、平準化を目的とし、既存施設を有
効に活用する。施設の更新については、
適切な更新を進めるとともに、保守・点
検及び老朽化施設の補修・修繕を行うこ
とにより、既存施設を有効に活用し、更
新費用の削減、平準化を図る。

段階的な施設更新

診断結果に基づく施設更新
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8　大阪広域水道企業団工業用水道事業の概要及び主要施設の現況

　（ 1）工業用水道事業の概要

（※）平成 23 年 4 月 1 日　大阪広域水道企業団が大阪府水道部から事業を継承

事　業　主　体 大阪府水道部

大阪府工業用水道事業

事　業　名 旧
　
名

北部工業用水
道事業　　　

東・南部工業用水道事業

第3次工業用
水道事業 　

第1次工業用
水道事業 　

第2次工業用
水道事業 　

第4次工業用
水道事業 　

第5次工業用
水道事業 　

継続事業
第1期 　
改築事業

第2期    　
改築事業(※)

事 業 の 目 的
第2期改築事
業

第2期改築事
業

産業基盤整備
事業

地盤沈下対策
事業

地盤沈下対策
事業

産業基盤整備
事業

地盤沈下対策
事業

地盤沈下対策
事業

地　域　区　分 四大工業地帯 四大工業地帯 四大工業地帯 四大工業地帯 その他 四大工業地帯 四大工業地帯 四大工業地帯

補　助　区　分
建設25％
排水処理25％

建設25％
排水処理20％

建設20％
排水処理20％

建設25％
排水処理25％

建設35％ 建設20％ 建設22.5％ 建設22.5％

浄　　水　　場 三島浄水場
（庭窪浄水場 
平成6年度末
廃止）

大庭浄水場

取 水 量

現　　況
水 利 権

569,894m3/日

最大取水
可 能 量

195,523m3/日 644,976m3/日

取水能力
当　　初 400,000m3/日 55,000m3/日 400,000 m3/日 200,000m3/日 (40,000m3/日) (20,000m3/日) － －

変　　更 569,894m3/日

給水開始

一　　部
昭和42年
12月11日

昭和41年
3月1日

昭和42年
12月11日

昭和54年
1月26日

平成4年
4月21日

－ －

全　　部
昭和45年
3月31日

昭和37年
5月28日

昭和45年
3月31日

昭和45年
3月31日

昭和55年
3月31日

計画（変更）の概要

(給水区域)
豊中市・吹
田市・茨木
市 ・ 高 槻
市・摂津市

(変 更)
20万ｍ3/日
を上水に転
用

(給水区域)
守口市・門
真市・東大
阪市・堺市

(変 更)
平成6年度
末廃止

(給水区域)
堺、泉北臨
海工業地域
（堺市・高
石市・泉大
津市）

(給水区域)
守口市・門
真市・寝屋
川市・四條
畷市・大東
市・東大阪
市・ 八尾
市 ・ 柏 原
市・羽曳野
市 ・ 松 原
市・藤井寺
市・堺市

(給水区域)
泉大津市・
忠岡町・和
泉市・岸和
田市・貝塚
市

(給水区域)
泉佐野市・
田尻町・泉
南市

工　　期

建　　設
昭和39年度
～

昭和44年度

昭和34年度
～

昭和37年度

昭和37年度
～

昭和44年度

昭和40年度
～

昭和44年度

昭和51年度
～

昭和54年度

昭和62年度
～

平成6年度

排水処理
昭和49年度
～

昭和50年度
昭和48年度 ～ 昭和50年度

改　　築
平成7年度
～

平成16年度

平成18年度
～

平成24年度

料金契約制度 二部料金制（平成20年度まで、責任水量制）
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　（ 2）工業用水道の主要施設概要（平成 22 年度末）
施　　　設　　　名 名　　　称 構　　造 形　状・寸　法 数　　量

大 庭 浄 水 場

取 水 施 設

取 水 口 ＲＣ造 1.4m×25.0m 1 か所
取 水 暗 渠 〃 2.0m×2.0m（2連） 137.0m
制 水 塔 〃 4.6m×10.5m×14.5m 1 基
導 水 暗 渠 〃 2.0m×2.0m（2連） 140.95m
沈 砂 池 〃 13.0m×45.0m×3.0m 2 池

取 水 ポ ン プ
立 軸 斜 流 型 φ800　　170kW 2 台

〃 φ800　　180kW 5 台

浄 水 施 設
沈澱池（横 流 式） ＲＣ造 17.0m×40.85m×4.0m 4 池
沈澱池（傾斜板式） 〃 17.0m×40.85m×4.0m 12 池

配 水 施 設

配 水 池 ＲＣ造 30.0m×50.0m×4.0m 3 池

配 水 ポ ン プ

立 軸 渦 巻 型 φ600　　730kW 2 台
〃 φ500　　950kW 2 台
〃 φ500　　630kW 1 台
〃 φ400　　700kW 1 台
〃 φ400　　430kW 1 台
〃 φ350　　400kW 1 台
〃 φ350　　57kW 1 台
〃 φ250　　170kW 1 台

三 島 浄 水 場

取水施設　　　　
（他市及び企業団
上水との共同施設）

取 水 塔 ＲＣ造 4.5m×16.2m 1 か所
取 水 暗 渠 〃 2.3m×2.3m（2連） 102.65m
沈 砂 池 〃 8.0m×37.0m×3.0m 8 池

導 水 施 設
導 水 ポ ン プ 両吸込渦巻型 φ900　　360kW 2 台
導 水 管 鋼管＋鋳鉄管 φ1800　　 1,825m（工水）

浄 水 施 設 沈澱池（傾斜管） ＲＣ造 15.0m×15.0m×4.0m 4 池（工水）

配 水 施 設
配 水 池 ＲＣ造 25.0m×85.5m×4.2m 2 池（工水）

配 水 ポ ン プ
両吸込渦巻型 φ600　　500kW 3 台

〃 φ600　　300kW 2 台

八 尾 ポ ン プ 場 配 水 施 設

配 水 池 ＲＣ造 25.0m×85.0m×4.0m 3 池

配 水 ポ ン プ
両吸込渦巻型 φ700　　1,100kW 5 台

〃 φ600　　750kW 2 台
〃 φ400　　170kW 2 台

枚岡加圧ポンプ場 配 水 施 設 配 水 ポ ン プ 多 段 渦 巻 型 φ80　 　11kW 3 台
堺加圧ポンプ場 配 水 施 設 配 水 ポ ン プ 両吸込渦巻型 φ200　　37kW 2 台

泉大津ポンプ場 配 水 施 設
配 水 池

ＲＣ造 15.45m×41.32m×4.0m 2 池
〃 20.0m×74.0m×3.5m 1 池

配 水 ポ ン プ
両吸込渦巻型 φ400　　250kW 3 台

〃 φ300　　125kW 2 台
東 除 ポ ン プ 場 配 水 施 設 配 水 ポ ン プ 両吸込渦巻型 φ300　　90kW 3 台

配 水 管 路 配 水 施 設 配 水 管 鋳鉄管・鋼管

φ1800 11,543m
φ1650 9,897m
φ1350 64,250m
φ1200 1,994m
φ1100 9,412m
φ1000 13,202m
φ900 15,087m
φ800 30,586m
φ700 19,479m
φ600 40,842m
φ500 35,221m
φ400 以下 260,270m
計 511,783m

第 2節　建設事業
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　（ 3）工業用水道事業のあゆみ一覧表
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第 3節　大阪臨海工業用水道企業団の概要

1　設立の経緯

　大阪臨海工業用水道は、高度経済成長期に大阪府においては堺港地先、大阪市においては大阪南
港地先に埋立造成した地域に進出する企業に工業用水を安定供給するため建設され、昭和 39 年か
ら給水を開始した。
　両地域に必要な工業用水は、堺港地域には日量 36 万 m3、大阪南港地域には日量 20 万 m3 の合
計日量 56 万 m3 と推計されており、大阪府と大阪市ではそれぞれ単独での工業用水道の建設も検
討された。
　しかしながら、互いの造成地が隣接しており、かつ、この地域において工業用水を必要とする時
期がほぼ同じである上、水源としてはともに淀川に依存する関係から、大阪府と大阪市が共同で工
業用水道の建設及び経営を行うことが最も適切であり、経済的であるという結論に達した。
　このため、差し当たり堺港地区に日量 10 万 m3、大阪南港地区に日量 10 万 m3、合計日量 20 万
m3の工業用水を確保することを目的に、昭和34年1月20日「大阪臨海工業用水道府市連絡協議会」
が設置された。
　種々検討された結果、地方自治法上の一部事務組合として、昭和 35 年 10 月 10 日付で、自治大
臣の許可を得て「大阪臨海工業用水道組合」が発足した。その後、地方公営企業の改正に伴い、昭
和 42 年 1 月 1 日からは「組合」を「企業団」に改称した。

2　給水量の推移

　大阪臨海工業用水道企業団における工業用水道の給水量は、堺港地区及び大阪南港地区各々 10
万 m3 で計画され、昭和 39 年 4 月の給水開始後、堺地区では順調に増加し昭和 43 年には計画給水
量に達した。一方、大阪地区においては、当初予定していた企業が進出を中止したことと堺地区で
の需要増が見込まれたため、昭和 47 年度から大阪地区の計画給水量のうち日量 6万m3 を大阪府・
大阪市の合同事業として、堺地区に給水できることとした。
　また、昭和 55 年 4 月、大阪臨海工業用水道企業団津守浄水場に隣接する大阪市工業用水道にお
いて水源を必要としていたため、大阪臨海工業用水道企業団の工業用水道の一部を自家用工業用水
道として、日量 3万m3 を恒久的に大阪市工業用水道へ給水することとなった。さらに、昭和 59
年 4 月からは日量 4万m3 に変更した。
　しかしながら、景気の低迷、産業構造の転換、省資源化（節水型）の進展等、近年の厳しい経済
動向による水需要の減少に加え、堺港地区唯一の受水企業が平成 15 年 3 月末で工業用水の使用を
廃止し、企業団は解散した。
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契約水量
（m3/ 日）

受水企業数
（社）

H5年度 132,890 8
H6 年度 132,990 9
H7 年度 133,014 10
H8 年度 133,014 10
H9 年度 133,038 11
H10 年度 133,138 11
H11 年度 89,084 11
H12 年度 89,060 11
H13 年度 89,252 12
H14 年度 89,300 12
H15 年度 45,300 11

　3　解散に至る経過
　堺港地区唯一の受水企業が、平成 15 年 3 月末で工業用水の使用を廃止したことにより、このま
ま推移すると、毎年 8億円近い収支損が生じるため、数年後は府・市の一般会計からの負担が生じ
ること、また、受水企業の撤退により府域（堺港地区）の給水業務がなくなり、一部事務組合とし
ての要件を欠くことから、平成 16 年 3 月末の解散について府・市で協議を行い合意した。そして、
大阪府議会では平成 15 年 3 月 24 日に、大阪市議会では同年 3月 26 日に、解散と財産処分につい
ての議案が議決され、同年 3月 29 日の大阪臨海工業用水道企業団議会において解散の報告を行っ
た上で、同年 3月 31 日に総務省へ解散届を提出した。

4　解散後の残務整理

　　解散後の残務処理は、おおよそ以下のとおりである。
　①　水利権を旧大阪府水道部へ譲渡
　大阪臨海工業用水道企業団が保有していた水利権（施設利用権）日量 12 万 m3 を大阪府水
道部へ有償譲渡した。この水利権は、大阪府水道部廃止に際し、大阪広域水道企業団が継承した。

　②　津守浄水場の暫定運転
　平成 16 ～ 18 年度までの 3年間を暫定運転期間とし、平成 19 年度から運転を休止した。

　③　大阪市域のユーザーへの給水継続
　大阪市域に残されたユーザー 11 社、（日量 4.5 万 m3）への給水業務については大阪市水道
局が継承した。また、大阪臨海工業用水道企業団の施設・導配水管等を大阪市工業用水道の東
淀川系に接続する改築工事を行うことに、大阪臨海工業用水道企業団資金を充当した。

　④　平成 15 年度決算余剰金の処分
　余剰金は府・市の一般会計が承継した。
　大阪府帰属額　24億2,694万4千円：大阪市帰属額　13億6,177万4千円 （計　37億8,871万8千円)

　⑤　施設の管理
　平成 19 年度以降、津守浄水場が無人施設となったことから、警戒警備委託を実施し、大阪
市と大阪府水道部で共同管理することとなった。今後の施設管理及び処分方針については、引
き続き大阪市と、大阪府水道部から事業を承継した大阪広域水道企業団とで協議しながら進める。

第 3節　大阪臨海工業用水道企業団の概要
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第 4節　給水状況

1　給水区域

　（ 1）産業基盤整備事業の給水区域

　第 1次工業用水道は、昭和 37 年 5 月の事業の完成に伴い給水を開始し、堺臨海造成地、堺市 ､
東大阪市、守口市及び門真市の各一部の地域に対して、給水を行った。
　第 2次工業用水道は、昭和 44 年度末に事業が完成したが、その間、昭和 41 年 3 月から堺・泉北
臨海造成地に対して一部給水を開始し、その後、進出企業の操業開始に合わせて順次給水量が増加
していき、昭和 45 年 3 月末に全部給水した。
　東・南部工業用水道は、りんくうタウンへの進出企業及び食品コンビナートの立地企業（泉佐野
市、泉南市及び田尻町の一部）に対して、平成 4年 4月より給水を開始した。
　さらに、平成 19 年 1 月より大阪市平野区の一部地域に給水を開始した。
　平成 23 年 4 月からは、大阪広域水道企業団が大阪府水道部から事業を承継し、これらの区域に
給水を行っている。

　（ 2）地盤沈下対策事業の給水区域

　第 3次工業用水道は、昭和 44 年度末に事業の完成をみたが、その間、工業用水法に基づき地下
水の汲み上げ規制された豊中市、吹田市、茨木市、高槻市及び摂津市の各一部地域に対して、昭和
42 年 12 月から一部給水を開始し、事業完成後の昭和 45 年 9 月までにすべての工業用地下水から
転換された。
　第 4次工業用水道についても同様に昭和 44 年度末に事業が完成したが、その間、工業用水法に
基づき地下水の汲み上げ規制された東大阪地域の守口市、門真市、寝屋川市、大東市、東大阪市、
四條畷市及び堺市、高石市の各一部地域に対して、昭和 42 年 12 月から一部給水を開始し、事業完
成後の昭和 45 年 9 月までにすべての工業用地下水から転換された。
　第 5次工業用水道は、昭和 54 年度末に事業が完成したが、その間、工業用水法に基づき地下水
の汲み上げ規制された泉大津市、忠岡町 ､和泉市及び貝塚市の各一部地域に対して、昭和 54 年 1
月から一部給水を開始し、事業完成後の昭和 56 年 3 月までにすべての工業用地下水から転換された。
　平成 23 年 4 月からは、大阪広域水道企業団が大阪府水道部から事業を承継し、これらの区域に
給水を行っている。　



－ 115 －

 
 

地下水規制区域図

第 4節　給水状況
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2　工業用水の製造工程

　工業用水は、原水（河川等から取得した水）を浄水場で工業用として利用できる水質まで浄化す
ることによってつくられる。大阪広域水道企業団工業用水の浄水場では、淀川で取水した原水を取
水ポンプで着水井に送り、硫酸バンド（凝集剤）を注入した後、フロック形成池、沈澱池で原水中
の浮遊物などをフロック（濁りの集まり）として沈澱させることにより、原水を浄化している。
　このようにしてつくられた工業用水は、調整池に貯水された後、配水ポンプで圧送され、各受水
事業所へ給水される。

工業用水の浄水場フロー図

大庭浄水場　沈澱池（右上：傾斜板）
　（傾斜板：沈澱池に傾斜板を挿入することで、

　　沈澱効率を高めることができる。）

大庭浄水場　配水ポンプ
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3　給水量

　（ 1）工業用水の使用状況

　大阪広域水道企業団の工業用水を使用している企業を産業別にみると、化学工業、鉄鋼及び石油・
石炭関係で概ね 8割を占めており、その他として繊維、食品関係、金属・機械・電気製品が使用し
ている。

　

参考：平成 20年度　大阪府工業用水道使用実態調査報告書より

　また、用途別では、冷却用と洗浄用で 6割を占めており、その他ボイラー用や温調用として使用
されている。　

　
参考：平成 20年度　大阪府工業用水道使用実態調査報告書より

　
　（ 2）契約水量及び受水企業数の推移

　契約水量は、昭和 37 年度の第 1次工業用水道の給水開始後、各事業の完成とともに順調に増加し、
昭和 47 年度に 80 万 3,306m3/ 日となったが、その後は、産業構造の変化やバブル崩壊後の不況の
長期化の影響を受け、漸減傾向となっている。
　受水企業数についても、各事業の完成とともに順調に増加し、第 5次工業用水道完成後の昭和
59 年度に 575 社となったが、倒産、廃業、府外への移転等により、減少してきている。

第 4節　給水状況
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　なお、契約水量の減量を行うと、施設整備のために投下した資本（費用）を給水料金として回収
できなくなるため、原則として契約水量の減量は認めていないが、近年の厳しい経済情勢を踏まえ、
実給水率の低い企業を対象として平成 8年度、11 年度、14 年度、17 年度に特例的な減量を実施した。
さらに、工業用水道事業の安定経営を図ることができる範囲内で、一斉減量ではなく個々の使用者
ニーズに柔軟に対応した減量ができる減量・廃止負担金制度を平成 21 年度に創設した。
　また、料金制度については、平成 21 年度より、これまでの責任水量制から、公平で適正な費用
負担を目的として、使用量が料金に反映され企業の節水努力が報われる二部料金制に移行した。

年　度 契約水量(m3/日) 受水企業数(社) 年　度 契約水量(m3/日) 受水企業数（社）
昭和 37 年度 21,958 18 昭和 62 年度 690,421 560
昭和 38 年度 46,573 24 昭和 63 年度 686,843 555
昭和 39 年度 54,849 33 平成元年度 692,053 557
昭和 40 年度 77,306 41 平成 2 年度 694,343 560
昭和 41 年度 109,728 45 平成 3 年度 690,289 559
昭和 42 年度 130,010 61 平成 4 年度 686,931 561
昭和 43 年度 209,166 165 平成 5 年度 672,901 554
昭和 44 年度 449,612 311 平成 6 年度 664,869 549
昭和 45 年度 800,342 483 平成 7 年度 658,807 543
昭和 46 年度 802,142 486 平成 8 年度 647,224 539
昭和 47 年度 803,306 488 平成 9 年度 640,552 528
昭和 48 年度 780,414 474 平成 10 年度 641,897 517
昭和 49 年度 781,062 473 平成 11 年度 630,935 501
昭和 50 年度 775,522 475 平成 12 年度 630,141 499
昭和 51 年度 751,574 466 平成 13 年度 626,636 493
昭和 52 年度 741,524 464 平成 14 年度 568,835 478
昭和 53 年度 745,977 489 平成 15 年度 567,724 473
昭和 54 年度 760,926 547 平成 16 年度 564,707 478
昭和 55 年度 750,698 564 平成 17 年度 510,516 470
昭和 56 年度 730,001 568 平成 18 年度 505,961 474
昭和 57 年度 723,805 567 平成 19 年度 504,074 463
昭和 58 年度 719,245 571 平成 20 年度 512,511 454
昭和 59 年度 714,365 575 平成 21 年度 495,001 459
昭和 60 年度 705,922 571 平成 22 年度 475,357 459
昭和 61 年度 695,099 563

契約水量と受水企業数の推移（値は年度末のもの）


